
令和６年度環境保全活動団体交流イベント運営委託業務 

企画提案公募要領 

  

 

１ 事業の概要等 

 ⑴ 委託業務名 

 令和６年度環境保全活動団体交流イベント運営委託業務（以下「本委託業務」という。） 

 

 ⑵ 業務目的 

  本県の豊かな自然環境を次世代に継承するためには、県民一体となった環境保全活動の

取組が重要となっている。 

  県内では、多様な主体が取り組む地域活動や、団体の特性に応じた環境保全に関する様々

な活動について、多くの関係者が活動している。しかし、活動団体間の交流等を実施でき

る場が少ないことから、交流の場を創出するとともに、県内各地で展開されている活動の

紹介を通して、取組のノウハウや情報を互いに共有し、さらなる活動に向けた連携体制や

意欲向上を目的とした交流イベントを開催する。 

 

⑶ 委託業務内容 

  「令和６年度環境保全活動団体交流イベント運営委託業務企画提案仕様書」（以下「仕様

書」という。）のとおり。 

 

⑷ 業務委託の期間 

 契約締結の日から令和７年３月 31日まで 

 

 ⑸ 予算額 

 業務委託料として、3,000千円以内(消費税率 10％の額を含む。)で企画すること。 

  ただし、金額は企画段階の目安であり、契約金額ではない。提案採択後、調整すること

がある。 

 

２ 参加資格  

 次の要件を全て満たす法人とする。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和 22 年法律第 16 号）第 167 条の４第１項の規定を準用し、一般

競争入札参加資格を欠く者でないこと。 

⑵ 本委託業務を円滑に履行することができる運営体制が整備されている者であること。 

⑶ 本公募要領や仕様書等に記載された趣旨をすべて了解する者であること。 

⑷ 沖縄県内に本店、支店又は営業所等を設置する者（ただし、共同企業体の代表者を除く

構成員についてはその限りではない。また、沖縄県内に支店又は営業所を設置する者につ

いては、支店又は営業所職員が当課との調整等に常時対応できる状況であること。） 



なお、応募は共同企業体でも可とするが、この場合の要件は、次のとおりとする。 

ア 共同企業体を代表する事業者が応募を行うこと。 

イ 共同企業体を構成する全ての事業者は、⑴から⑶及び⑸から⒀の要件を満たしている

こと。 

⑸ 県税の納付義務を有する事業者においては、県税の滞納がないこと。 

⑹ 沖縄県の業務委託及び物品調達等に係る競争入札への参加停止の処分を受けていないこ

と。 

⑺ 会社更生法（平成 14年法律第 154号）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基

づき、更正手続開始又は民事再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

⑻ 自己又は自社の役員等が以下の要件のいずれにも該当する者でないこと及び次の各号に

掲げる者がその経営に実質的に関与していないこと。 

  ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第

２条第２号に規定する暴力団をいう、以下同じ。） 

  イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

  ウ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

  エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的を

もって暴力団又は暴力団員を利用している者 

  オ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若し

くは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

  カ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

⑼ 警察当局から、暴力団員が実質的に支配する法人又はこれに準じるものとして、沖縄県

発注業務からの排除要請があり、当該状況が継続している者ではないこと。 

⑽ 過去３年間以内に国又は地方公共団体から環境関連業務の受注実績があること。 

⑾ 社会保険（労働保険、健康保険及び厚生年金保険）に加入する義務がある者については、

これらに加入していること。 

⑿ 雇用する労働者に対し、最低賃金額以上の賃金を支払っていること。 

⒀ 労働関係法令を遵守していること。 

 

(注１）地方自治法施行令（昭和 22 年法律第 16 号）第 167 条の４第１項 

普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の各号のいずれかに該

当する者を参加させることができない。 

一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第 32 条第１項各号

に掲げる者 

 

 



(注２）主な労働関係法令 

 (１) 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号） 

 (２) 労働契約法（平成 19 年法律第 128 号） 

 (３) 最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号） 

 (４) 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第 113 号） 

 (５) 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第 76 号） 

 (６) 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76 号）  

 (７) 労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号） 

 (８) 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律 

（昭和 60 年法律第 88 号） 

 (９) 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号） 

 (10) 労働組合法（昭和 24 年法律第 174 号） 

 (11) 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号） 

 (12) 労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和 44 年法律第 84 号） 

 (13) 健康保険法（大正 11 年法律第 70 号） 

 (14) 厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号） 

 

３ 応募手続等 

⑴ 本委託業務に関する質問受付 

  ア 受付期間：令和６年４月 30日（火）～令和６年５月 13日（月）12 時まで 

イ 受付先 ：沖縄県環境部環境再生課宛に、質問書様式を電子メールで提出。 

なお、件名を「【質問】令和６年度環境保全活動団体交流イベント運営委託

業務に関する企画提案」とすること。また、電子メール後は、電話により

受信確認を行うこと。 

（E-mail）aa021100@pref.okinawa.lg.jp 

（TEL）098-866-2064 

ウ 回答方法：当課ホームページへの掲載をもって回答とする（随時）。 

 

⑵ 企画提案書等の提出 

ア 提出期限：令和６年５月 20日（月）17時（必着） 

  イ 提出場所：〒900-8570 沖縄県那覇市泉崎１丁目２番地２号（県庁４階） 

             沖縄県環境部環境再生課内 

ウ 提出方法：上記の提出場所に持参により提出すること。 

エ 提出部数：次の(ｱ)～(ｽ)の書類を１セットとし、６部提出すること。 

       （１部は原本、残りはコピー可。） 

         なお、定款（又は寄付行為）及び収支決算書の書類については、原本への

添付のみ（１部のみ）で差し支えない。 

  オ 提出書類等： 
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   企画提案に当たっては、以下の書類を作成し提出すること。なお、記載内容が様式に

収まらない場合は複数枚の提出や別紙を活用して差し支えない。 

   (ｱ) 企画提案参加表明書【様式１】 

   (ｲ) 企画提案書【様式２】 

   ① 企画提案書はＡ４版を基本とし、簡潔で分かりやすく記述すること。 

   ② 企画提案に当たっては、本県の環境教育等に係る現状等を踏まえ、効率的・効果的

な事業実施を図ること。 

   ③ 企画提案書の内容は、別添「環境保全活動団体交流イベント運営委託業務企画提案

仕様書」及び以下＜③－１＞から＜③－４＞の項目について項目毎に記述すること。 

    ③－１ 基本方針 

      環境問題等を巡る国内外・県内の動向、県民が環境保全活動に取り組むことの

意義等を踏まえ、本事業を実施するにあたっての基本的な考え方及び基本方針に

ついて記述すること。 

    ③－２ 業務提案、業務手法の概要（交流事業について） 

      多様な環境保全活動団体との交流事業の実施について、開催時期、開催箇所、

想定している環境保全活動団体、実施内容等に係る内容を記述すること。 

    ③－３ 業務提案、業務手法の概要（発表イベントについて） 

      発表イベントの実施について、開催時期、開催箇所、想定している実施内容等

に係る内容を記述すること。 

    ③－４ 独自提案等 

      仕様書に記載のある内容以外に、本委託業務の目的を達成するために効果的だ

と思われる独自の業務提案があれば記述すること。 

   (ｳ) 業務スケジュール【様式３】 

     契約期間内における業務全体のフローや工程表を示すこと。 

  (ｴ) 業務遂行体制【様式４】 

    各担当者の氏名や役割等を整理した業務執行体制図を示すこと。 

    ① 業務遂行体制図 

    ② 担当者の役割等 

    ③ 担当予定者の経歴等 

  (ｵ) 会社概要等【様式５】※共同企業体の場合は、全社分提出すること。 

  定款（又は寄付行為）及び収支決算書（直近３年間）を添付すること。 

   (ｶ) 過去３年間の類似業務等の実績【様式６】 

     ※共同企業体の場合は、全社分提出すること。 

   (ｷ) 見積書【様式７】 

   ※積算内訳を添付すること。 

      また、積算内訳の記載に当たっては、単価や数量、見積条件が分かるよう明記す

ること。 

   ※積算の費目については、以下の内容とする。 



  ① 直接人件費 

  ② 直接経費（謝金、旅費、消耗品、印刷製本費、通信運搬費等） 

  ③ 直接経費（再委託費） 

  ④ 一般管理費（原則として、「①＋②」の 10％を上限とする。） 

  ⑤ 消費税 

  (ｸ) 誓約書【様式８】※共同企業体の場合は、全社分提出すること。 

  (ｹ) 県税納税証明書（未納がないことの証明） 

  (ｺ) 労働保険に加入していることが確認できる書類 

  (ｻ) 健康保険・厚生年金保険に加入していることが確認できる書類 

   (ｼ) 社会保険に加入義務がないことについての申告書【様式９】※加入義務がない場合 

  (ｽ) 協定書（共同企業体のみ） 

  協定書の主な内容は、以下のとおりとする。 

   目的、名称、構成員の住所及び名称、共同企業体の代表者、代表者の権限、構成員

の責任、取引金融機関、構成員の脱退等に関する措置、契約不適合責任、協議事項等 

 

  カ 主な評価項目： 

   企画提案書等については、主に次の項目により評価する。 

   ・環境問題や本委託業務への理解度 

   ・業務全体の効率性、経済性 

   ・企画提案内容等の具体性、妥当性、実効性 

   ・独自提案等の具体性、妥当性、実効性、創造性 

   ・執行体制の充実度 

 

  キ 県からの疑義照会 

    期限までに提出のあった企画提案書について、後日県から照会を行うことがある。 

 

 ク 第１次審査（参加資格審査等） 

  (1) 環境再生課内で上記２の参加資格の確認等を行う。 

     ただし、提案者数が多数の場合は、環境再生課内で企画提案書等の内容を審査し、

３者程度を選定する。 

   (2) 審査結果について、県から書面等で連絡する。 

 

  ケ 第２次審査（書面審査） 

  (1) 委託業者選定委員会を設置し、企画提案書等の内容を審査する。 

  (2) 最も優れた企画提案者を第一位入選者として選定する。 

  (3) 審査結果について、県から書面等で連絡する。 

    ※結果通知は、令和６年６月下旬を予定 

 



４ 提案の無効に関する事項 

  次の一つに該当するときは、その者の提案は無効とする。 

 ⑴ 参加資格のない者が提案をしたとき。 

 ⑵ 所定の日時及び場所に書類を提出しなかったとき。 

 ⑶ 提案に関して不正行為があったとき。 

 ⑷ その他、あらかじめ指示した事項に違反したとき及び申請者に求められる義務を履行し

なかったとき。 

 

５ 委託契約 

 ⑴ 本事業に係る委託契約は、原則として第一位入選者となった者と行う。ただし、沖縄県

と第一位入選者との間で、委託に関して必要な協議が合意に至らなかった場合、次順位以

降の者を繰り上げて、その者と契約できるものとする。 

 ⑵ 契約金額は委託先候補者から見積書を聴取し、予定価格の範囲内において決定する。 

 ⑶ 契約締結に伴う諸経費は、委託先候補者の負担とする。 

 ⑷ その他契約条項については、委託先候補者との協議事項とする。 

 ⑸ 契約締結の際は、契約保証金として契約額の 100分の 10以上の額を納付しなくてはなら

ない。ただし、沖縄県財務規則第 101 条第２項の各号いずれかに該当する場合は、契約保

証金の全部又は一部の納付を免除することができる。 

 

６ 留意事項  

 ⑴ 本企画提案に係る提案書作成や企画調整及び移動等に要する経費については、すべて参

加者の自己負担とする。 

⑵ 提出された各書類については返却しない。なお、本委託業務に係る提案書類及び内容等

については、県環境再生課（本企画提案関係者のみ）及び審査委員以外に一切公開しない

ものとする。 

⑶ 委託企業選定に関する審査内容及び経過等については公表しない。 

⑷ 審査過程において、記載事項の虚偽報告や何らかの不正行為があったと判断される場合

は、選定後でも失格とする。また、委託企業の決定後、速やかに契約に係る事務調整を行

うが、具体的な業務調整を行う中で、企画提案書等の内容と実際の業務計画の詳細が著し

く乖離しているものと県が判断した場合は、契約前に当該企業を失格とし、審査会におい

て次順位以降の企業に業務委託先を変更する場合がある。 

⑸ 選定結果についての質問や意義申し立ては受け付けない。 

 

７ 委託企業決定後の業務遂行にあたって  

 ⑴ 採用された企画内容等については、実施段階において予算や諸事情を勘案し、県との協

議により変更することがある。 

⑵ 本要領に記載されていない事項が発生した場合、あるいは記載事項に疑義が生じた場合

は県と協議すること。 



⑶ やむを得ない理由（新型コロナウイルス感染症の影響を含む疾病による影響その他天災、

人災による影響等）が生じた場合、契約内容を見直すことがある。 

 

８ 提出先及び問い合わせ先 

 住 所：〒900-8570 沖縄県那覇市泉崎１丁目２番２号（沖縄県庁４階） 

 部課名：沖縄県環境部環境再生課 

 担当者：嘉手納、渡辺 

 電 話：098-866-2064 

 ＦＡＸ：098-866-2497 

 E-mail：aa021100@pref.okinawa.lg.jp 

 時 間：月曜～金曜（祝祭日を除く）8:30～17:15 
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